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5G サービスインに向けた
我が国の取り組み

　我が国において 2020年春に本格的なサービスイ

ンが予定されている第五世代移動通信（5G）では，

大容量，超低遅延，超多数接続の通信が実現する．

国民の共有資産である周波数を戦略的に全国通信事

業者に割り当てて通信サービスが全国展開されるこ

とで，我々国民が広く利用することが可能となる．

　公衆網における 5Gの商用サービスインの時期は，

我が国は 2020年春から本格展開の予定であり，日

本，米国，中国，韓国，欧州で比較すると最後発となっ

ている．米国では 2019年 4月から本格導入がはじ

まり，中国は 2019年中から順次商用展開，韓国は

2019年 4月より商用展開，欧州においては各国で

異なるが，2019年 4月からスイス，5月から英国，

6月からイタリア，スペインで順次商用展開が進ん

でいる（総務省移動通信課調査）．各国の 5Gの通

信料（Subscription Fee）はまちまちであるが，新

たな世代の通信が実現し，利用できる帯域が 10倍

以上になったとしても，通信料金の増加はそこまで

大きくない．たとえば，テレコム・イタリアでは 4.5G

のサービスが月額 19.99ユーロに対し，Advance 

5Gが月額 29.99ユーロにとどまっている．

　最後発とはいえ，我が国の研究開発が極端に遅れ

ているというわけではない．実は，2020年春の商

用サービス本格展開の準備として，3年間の実証実

験の実績を実施し，5Gのインフラの技術検証やさ

まざまなユースケースの有益性について慎重に確認

を行ってきている．

　サービスインに向けた総務省の施策として，2017

年度は，実際の 5Gの利活用分野を想定した性能評

価を実施している．2018年度は ICTインフラ地域

展開戦略検討会の 8つの課題である，「労働力」「地

場産業」「観光」「教育」「モビリティ」「医療・介護」「防

災・減災」「マインナンバーカード」を中心として

網羅的に実証実験に取り組んでいる．そして，2019

年度は，5G利活用アイデアコンテストの結果を受

けて，さらに地方発の案件として地方課題の総合的

な解決に向けた，5G総合実証試験が推進されている．

　筆者の研究室も，企業と協力し，いくつかの実証

実験を実施している．たとえば，2018年度は，（1）

低遅延通信の利活用例として，NTTドコモ（株）

との「5GとMECを活用した協調運転支援の実証

実験」（2018年 11月報道発表），（2） 大容量通信の

利活用例として，KDDI（株）との「5Gドローン

を用いた 4K映像伝送の実証実験」（東大キャンパ

ス　2018年 6月報道発表・サイクリングしまなみ

2018年 10月報道発表），などを実施している．ま

た，2019年度は，（3）大容量通信の利活用例として，

ATR, KDDI（株），シャープ（株），新冠町と連携し，

「5Gで軽種馬を育成支援，8Kライブ映像を活用し

た実証試験」（北海道新冠町　2019年 11月報道発

表），（4） 大容量通信と低遅延通信の同時利活用例

として「5Gと水中ドローンを活用した漁場遠隔監

視の実証実験」（広島県・江田島市　2019年 11月

報道発表）などを実施している．

　これらの実証実験を通じて，我々アカデミアの研

究開発において解決すべき課題，あるいは，商用化

に向けて解決すべきビジネス上の課題など，多くの
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知見が得られている．まず，各ユースケースによる

5Gインフラにおける要求条件は大きく異なること

が起因する課題である．たとえば，上記（1）では，

1ms程度の無線通信遅延が要求され，また，（2）（3）

（4）においては，100Mbps程度の帯域を保証する

大容量通信の要件が必要となる．特に（4）におい

ては，水中ドローンの制御と，水中ドローンからの

映像通信の 2つを同時に実現しなくてはならず，低

遅延と大容量通信の両方の品質を確保しなくてはな

らない．つまり，5Gでなければ実現が難しいユー

スケースとして注目される．

　本稿では，こうした我が国で進展する 5Gの研究

開発・実証実験から商用化へ至る状況を背景とし，

最近の 5Gを巡る「課題」と「動向」，そして，こ

れからの「発展の方向性」について議論する．

5G サービスインに向けた課題

　サービスインに向けて，このようなさまざまな実

証実験が展開される中でいろいろな課題が浮き彫り

になってきている．

　第 1に，5Gでは，ネットワークの通信能力が飛

躍的に進化したことにより帯域・遅延・接続数のダ

イナミックレンジが従来と比較すると一桁以上大き

くなることから，「通信要件が異なる多種多様」な

アプリケーションやサービスを「同時に」利用する

ことが想定されており，これらをお互いに干渉しな

いで収容する，「ネットワークスライシング」技術

が必要となってきている．

　本技術は，有線ネットワーク分野では，2000年代

から研究開発が進められており，我が国では，2007

年より始まった「新世代ネットワークの研究開発」

でネットワーク仮想化技術の中心技術として推進

されている．5G時代になり，エンド・ツー・エン

ド（端末からクラウドまで全体）のネットワークス

ライシングが必要とのことから，無線アクセスネッ

トワーク（RAN ; Radio Access Network）のスラ

イシング技術が注目されている（図 -1）．図 -1に
示すように，ネットワークスライシングのないイン

フラ（現状）では，アプリケーショントラフィック

が同一インフラ（RAN,コア，トランスポート）に

混在するため，超低遅延（URLLC ; Ultra-Reliable 

and Low Latency Communications）， 大 容 量

（eMBB ; enhanced Mobile BroadBand），超多数接

続（mMTC ; massive Machine Type Communica-

tion） の大きくネットワーク要件の違うトラフィッ

クがお互いに干渉する可能性がある．一方，ネット

ワークスライシングを具備するインフラ（将来）で

は，アプリケーションごとにトラフィックを分類し，

互いに干渉しないように収容することが可能になり，

アプリケーションが提供するサービス品質を確保す

ることが可能となると期待される．

　第 2に，5Gあるいはその先を見据えて，「ソフト

ウェア化」も進展しつつある．ITU-Tで 2015年に

IMT-2020というフォーカスグループ（FG） にて

Network Softwarizationのワーキンググループが

発足し，2年間，筆者はリーダを務め，世界におけ

る 5Gに向けたソフトウェア化の動向を調査し，そ

れからソフトウェア化への期待が世界的に高まった

という背景がある．ソフトウェア化とは，「ネット

ワークの機器や機能をソフトウェアプログラムに

よって具現化し，より柔軟かつ迅速にサービスを構

築・運用していく」という通信ネットワークにおけ

る大きな変革を意味する．5Gにおけるソフトウェ

ア化は，前述のネットワークスライシングにおいて

ネットワーク機器における仮想化を支える基盤技術

として重要な役割を果たす．それ以外でも，端末の

近傍にてデータ処理を可能とし，無線区間の低遅延

を最大限に活用して，端末のデータを処理し，再度

端末に低遅延で折り返して届ける，モバイル・エッ

ジ・コンピューティング，あるいはマルチアクセ

ス・エッジ・コンピューティング（MEC）の基盤

技術としても注目されている．つまり，基地局がソ

フトウェアで実現できると，基地局やモバイル機
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能，データ処理などが汎用サーバ上で実現できるた

め，CAPEX（CAPital EXpenditure：設備投資費用）

を削減可能になる．また，特に，ローカル 5Gなど

地域での利活用において，すべてのものがインター

ネットに接続される IoTにおいては，シンプルな

機能のみを備える安価なソフトウェア基地局への期

待が高まっている．

　5Gにおけるソフトウェア化において，注目すべき

は，オープンインタフェースのア

ライアンス結成とオープンソース

の利用推進である．前者の例

である O-RAN （Open Radio 

Access Network）は，2018 年

2月に，AT&T，China Mobile，

Deutsch Telekom，Orange，

NTTドコモにより設立されたア

ライアンスで，オープンな RAN

アーキテクチャを定義している．

このアーキテクチャは，構成要素

技術レイヤの間にインタフェース

を定義し，各レイヤ間を繋ぐベン

ダのサプライチェーンを構築する

ことが目的である（図 -2）．また，
各レイヤにインテリジェンスを埋め

込むことを目指している．つまり

RANの構成部品レベルからネッ

トワークレベルまで埋め込まれた

インテリジェンスによって， 動的な

無線リソース割り当てやネットワー

ク全体の効率化が可能になるこ

とが期待される．AI最適化クロー

ズ・ループによる自動化は可能で

ありネットワーク運用に革新をも

たらすことが期待される．特に

5Gモバイルではネットワークが複

雑化し，従来の人手によるネット

ワークのデプロイ，最適化，運用

が難しくなってくるため自動化が必須になっている．後

者の例の 1つである，エッジコンピューティングのため

に，局舎にエッジクラウドを配備するCORD （Central 

Office Re-architected as a Datacenter） では，ネッ

トワーク装置をソフトウェア化してAPIで制御するアク

セス網をSDN（Software Defined Networking）化す

るオープンソースプロジェクトである．CORDは，ONF

（Open Networking Foundation）が推進しており，世

■図 -1　スライス概念図

Network Slicing/Softwarizationのない通信インフラ（現状）

URLLC
(超信頼超低遅延）

mMTC
(超多数デバイス）

eMBB
(大容量）

RAN Core Transport

UE

Cloud

1G

>10G

100M

100

1 ,000

10 ,000

10
1

50
500

x1000 <

Typical User T hroughput (bps)

Latency (ms)
(RAN R.T. delay)

Mobility (km/h)

Number of C onnected Users

Energy 
Saving 

1

High Energy Saving

1

Capacity (bps/km 2)

1/3<

High Mobility

H igh Capacity

H igh Number of Connected Users

画一的な通信インフラに
異なる要件のアプリ・サービスのトラフィックが混在

URLLC
(超信頼超低遅延）

mMTC
(超多数デバイス）

eMBB
(大容量）

RAN Core Transport

UE

Cloud

Network Slicing/ Softwarizationのある通信インフラ（近未来）

スライス（独立なプログラム可能な資源）に
異なる要件のアプリ・サービスのトラフィックが分離

通信インフラはソフトウェアにより実装
柔軟に改変可能

ネットワーク機能の実装も可能

データ処理機能

スライス



265265  5.  5G の最新の研究開発技術動向と「情報通信の民主化」への期待　5.  5G の最新の研究開発技術動向と「情報通信の民主化」への期待　情報処理 Vol.61 No.3 Mar. 2020情報処理 Vol.61 No.3 Mar. 2020

界の主要な通信事業者が参画している．特に，日本か

らもNTTグループの企業が多数参加している．

　また，基地局をソフトウェア化する OAI（Open 

Air Interface）や TIP（Telecom Infra Project）と

いうプロジェクトもある．OAIはフランスの Eu-

recomという大学が推進しており，日本からは富

士通，京セラなどが戦略メンバとして参加してい

る．まだ 4G（LTE）の機能実装を商用化レベルま

で向上させる活動がメインであるが，すでに 5G基

地局のソフトウェア実装も 2020年 2月（NSA方

式；Non-Stand-Alone）， 6 月（SA 方 式；Stand-

Alone）をリリース予定として活発に進められてい

る．NSAとは，端末（UE）の制御は 4G（LTE）

の仕組みを用いる一方でデータ転送は 5Gの周波数

を用いる手法で，4G（LTE）の基地局インフラを

再利用しながら 5Gを利用可能とする方式である．

一方 SAとは，制御もデータ転送も 5Gの基地局で

実装する手法である．TIPには日本の企業が多く

参加しており，無線だけではなくアクセスからトラ

ンスポートの光通信などにおけるオープンソース利

用が推進されている．

　これらのオープンソースの利用が進む意味は，慎

重かつ戦略的に考える必要がある．もちろん，一般

的には，オープンソースを活用することで，汎用ハー

ドウェア上に機能を実装し，CAPEX削減を図るこ

とと思われがちである．しかし，オープンソースを

ベースに機能をアンバンドルし，インタフェースを

民主的に定義し，相互接続のため 3GPP等で標準

化する戦略もある．つまり，オープン化のためにオー

プンソースを駆使し，サプライチェーンを民主的に

構築する戦略が見える．これにより，機器ベンダは，

アンバンドルされた機能への投資集中とグローバル

マーケットの展開が見込めると同時に，通信事業者

はマルチベンダの機器調達が可能になる．

バーティカル・ファースト

　5Gにおいて，もう 1つ，4Gと比較して大きな

違いが浮き彫りになりつつある．4Gまでは，移動

通信事業者が通信のサービスを提供し，UE（User 

■ 図 -2　O-RAN アーキテクチャ
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Equipment ;端末）を保有するユーザが月額の通信

料を支払いながら，サービスを享受するというビジ

ネス形態が主流である．これは，端末数が人口の数

で頭打ちになるため，収益性の高いモデルにせざる

を得ない．このため，月額の通信料の高止まりが，

我が国の政府の研究会等において，社会問題として

挙げられたほどである．

　しかし，5Gでは，「通信」と「端末」という構成

で情報通信が議論できる時代が終焉し，「通信」と

「あらゆるビジネス分野（バーティカル）」との融合

が起こると考えられる．ここでバーティカルとは特

定の分野の業界という意味があるが，通信事業の業

界では通信を利用するユーザ企業を業種ごとに扱

う場合の呼称である．つまり，IoTと 5Gの融合に

より，端末（UE）側の多様化が起こり，あらゆる

業界のあらゆる物が 5G通信により接続される．5G

の持つ特徴の 1つである，超多数接続がもたらす結

果である．このように，端末が多様化し，接続数が

増大すると，これまでの収益モデルは，幅広く，か

つ，ここのユースケースは収益性が低いモデルへと

移行することが予測できる．イノベーションは，少

数の通信事業者や通信機器ベンダが起点となるばか

りではなく，バーティカルと呼ばれる多数の利用者

が創生する，いわゆる，「バーティカル・ファースト」

の時代が来ると予想できる．

　筆者は，World Economic Forum（WEF） の

Global Future Councils にて 5G のグローバル

展開を議論している．先日 2019年 11月に開催

さ れ た，　GFC on New Network Technologies  

（2019/11/3～ 4 @Dubai）の議論でも，通信サービ

スと端末という図式のビジネスモデルはマジョリ

ティではなくなることが予見された．筆者が提唱す

る，バーティカル・ファーストの図式が合意形成さ

れている．

ローカル 5G・自営 BWA・プライベー
ト LTE など自営網通信の台頭

　5G商用サービスの事業展開に関して各国に共通

した課題が，地方での周波数利用である．5Gの導

入には多大なコストがかかるため，ユーザの多い都

市部での導入は加速するが，ユーザが多くない地域

や過疎地ではサービスインの優先度が下がることは

否めない．しかし，地域にこそ，地場産業，特に，

農林水産業等の第一次産業などでは，ICTの適用

が遅れているなど，解くべき課題が多くあり，5G

をはじめとする最新の情報通信技術の適用が期待さ

れている．地域での 5G利活用の普及を促進するた

め，周波数の有効利活用の観点で自営網の利用が注

目を集めている．特にローカル 5G, 自営 BWA，プ

ライベート LTEなどに期待が集まる．

　調査会社によれば，今後 10年近くにわたり，プ

ライベート LTEやローカル 5G（日本以外ではプ

ライベート 5Gと呼ばれる）による市場が大きく成

長するとの予測である．世界に目を向けると，米国

では，実験目的で自営網ネットワークの構築が可能

であり，周波数免許不要の市民ブロードバンド無

線サービス（CBRS）制度により，3.5GHz帯を自

営網に活用可能とするプライベート 5G戦略もある．

中国でも Industrial IoT用途の自営網用周波数の検

討が進む．台湾やUKでも同様の計画が進む．欧州

では世界に先駆けて 2019年 11月にドイツで 3.7～ 

3.8GHz帯のプライベート 5Gのライセンス申請が

可能になっている．

　特にローカル 5Gは，周波数の免許を取得すれ

ば，5Gの最新技術を自分の敷地内で運用可能とな

り，公衆網のサービスインと時期的にはあまり変わ

らず利用が可能になると期待されている．我が国で

は，28GHz帯のローカル 5Gの周波数は 2019年度

末には利用可能となる見込みである．ローカル 5G/

プライベート 5G はWi-Fiと比較して，特に，高度

なセキュリティや認証機能が注目され，一般産業，
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工場や企業内での利用に期待が集まる．

情報通信の民主化
（Democratization）

　近年，情報通信の基本的なサービスを提供する主

体は多様化している．ネットワーク仮想化の進展に

よる設備と機能の分離等を通じ，電気通信事業者以

外の役割が拡大する等，基幹的なサービスの提供に

かかわる主体が多様化することが想定されている

（2019/6 総務省電気通信事業分野における競争ルー

ル等の包括的検証中間報告書）．特に GAFAや

BATと呼ばれるプラットフォーマが，OTT（Over 

The Top）と呼ばれるコンテンツ配信事業や，クラ

ウドサービス事業を推進しつつ，情報通信も合わせ

て提供するビジネス形態が推進する可能性もある．

また，MVNO（Mobile Virtual Network Operator）

やケーブルテレビ企業，および，大学，地方自治体

等の一般業務を行う主体が，自ら通信の基幹的な

サービスを利用する可能性も大きい．また，5G の

導入を見据えると，固定通信と移動通信の融合等，

既存の市場区分を越えた事業者間連携等が進展する

と考えられる（2019/6 総務省電気通信事業分野に

おける競争ルール等の包括的検証中間報告書）．

　筆者は，このような状況を示す言葉として，「情

報通信の民主化（Democratization）」が起こりつつ

あると提唱している．Democratizationとは何か？ 

Oxford English Dictionaryによれば，Democrati-

zationとは“The action of making something ac-

cessible to everyone.”とある．つまり，何かをす

べての国民にアクセス可能とすることである．情報

通信にあてはめれば，情報通信のサービスの享受だ

けでなく，提供も含めて，インフラの整備は全国移

動通信事業者だけではなく，すべての国民が主体と

なって基本的なサービスを行うことを可能とするこ

とを意味する．

　前述のローカル 5Gやその他の自営網技術の推進

は，情報通信の民主化を大きく進める政策であると

考えられる．たとえば，格安スマホで脚光を浴びた

MVNOやケーブルテレビ事業者，ベンダ，自治体，

大学，などが最新の情報通信 5Gの運用主体となる

可能性がある．

　これまでもWi-Fi や地域 BWAなど，自前で情

報通信の提供ができる例が過去にもあったかもしれ

ないが，今回の「情報通信の民主化」の動きは，全

国事業者が展開する，最新の大容量，超低遅延，超

多数接続の通信と同等の 5G技術を自ら設置し運用

が可能になることを意味する点で大きな違いがある．

　前述したように，情報通信全体では，同時に情報

通信のソフトウェア化が進展しており，即応的に新

しい機能を追加可能な柔軟なインフラの研究開発が

進む．つまり，情報通信機器を，マーケットが大き

く異なる汎用サーバの上にオープンソースを活用し

て実装し，CAPEXを削減すると同時に，柔軟に新

しい機能を導入可能とする．「運用の自動化」の機

能は一般に複雑である場合が多いが，柔軟にデータ

処理の機能をソフトウェアを利用して実装し，通信

インフラに組み込む「ソフトウェア化」の利活用が

進んでいる．このように汎用サーバ（設備）上にソ

フトウェアによって通信・データ処理（機能）を実

装する「設備」と「機能」の分離が進む．こうした

動きは，インフラコストの低廉化や，運用のノウハ

ウがなくても運用自動化機能の具備を加速すること

から，一般企業の通信インフラの構築の参入障壁を

下げる方向に働くため，情報通信の基本的なサービ

スを提供する主体が多様化する「情報通信の民主化」

を後押ししている．

アカデミアにおける
情報通信の民主化が持つ意味

　東京大学中尾研究室では，以下のような「最先端

の情報通信技術の研究開発」を推進している．

（1）「ネットワークスライシング」により多様なア
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プリケーションを干渉なく収容可能しサービス提

供の利便性を向上する技術

（2）「ネットワークソフトウェア化」に基づきイン

フラに柔軟で高度な機能を実装しセキュリティ高

度化，通信効率化・障害予測などを実現する技術

（3）「エッジコンピューティング」を駆使する超低

遅延通信により人間の知覚遅延に匹敵する低遅延

通信制御の実現する技術

（4）「機械学習・AIによる運用自動化」による，運

用人手不足問題の解決・自動的に最適な通信の提

供を実現

（5）「IoT・AIによる地域創生」による地域の課題

解決や地場産業振興の推進

　これらの詳細に踏み込むことは紙面の限定から割

愛し，当方研究室の論文を参照していただきたいと

ころであるが，我々が情報通信の民主化に大きく期

待するところは，ローカル 5G・自営 BWA・プラ

イベート LTEなど自営モバイル網を「最新技術を

実装可能な環境」として活用することである．

　たとえば，最新技術を実装可能な自営モバイル網

を使うことで，以下のような利点を実現することが

可能である．第 1に，公衆モバイル網で実現困難な

高度な運用が自営網において利用可能である点．第

2に，公衆モバイル網と自営モバイル網の連携・設

備共用によるユーザの利便性を高度化できる点．そ

して，第 3に，大容量（映像による公共安全）・低遅

延（自動運転等制御）・超多数（低コスト IoT）によ

る地域創生の実証が行える点，などが挙げられる．

地域創生における
「情報通信の民主化」が持つ意味

　実証実験を推進していくと，地域課題解決のユー

スケースでは，情報通信のインフラをカスタム化

する必要があることが分かる．たとえば，当方の

研究室が企業と実施した 5Gのユースケースの実証

実験では，ドローンに搭載された 5G UE（端末）

からの映像配信や軽種馬の厩舎におかれた CPE 

（Customer Premises Equipment）からの映像配信

において，アップリンク方向の帯域を大きく割り当

てる必要があり，基地局の設定パラメータをそのよ

うに調整する必要がある．一方，多くの商用公衆網

では LTEでの運用実績を見れば分かるように，多

くのユーザは（大容量の）コンテンツをダウンロー

ドすることが多く，ダウンリンク方向の帯域を大き

く割り当てる調整がなされている．このように，一

般の公衆網では大衆のユースケースを優先的に考え

た運用が合理的であるが，ローカル 5Gなど情報通

信が民主化された世界では，ユースケースが比較的

に限定的となるため，たとえば，帯域割り当てを基

地局において調整するカスタム化が合理的である．

　また，別のユースケースである一次産業の課題解

決のための環境センシングなどでは，センサの電池

容量は限られているため，低消費電力の運用が望ま

しい．このため，IoTでよく使われる Cat-M1など

の LTEの運用では，NTTドコモなどから eDRX

と呼ばれる，ページング（端末への制御信号の発信）

の周期を極端に長くできる設定が入っている．この

ような低消費電力化の工夫は，標準化のプロセスを

経て，商用化された端末や基地局に導入されるが，

ローカル 5Gでは，必ずしも標準化しなくても，ユー

スケースによっては超低消費電力化を施した基地局

を利用するなど自由度が広がる．

　つまり，産業振興や地域課題解決に特化した，情

報通信のインフラをカスタマイズする自由度が得ら

れること，これが地域創生における，情報通信の民

主化が持つ意味と言えるだろう．

　また，前述のように　5Gでは，バーティカル・

ファーストのビジネスモデルが進行することが予測

されるが，情報通信の民主化は，地域におけるバー

ティカル・ファーストをさらに進展させると考えら

れる．通信を提供する側と享受する側の明確な境界

がなくなり多様な基本サービスを自ら構築しながら，

地域課題の解決や産業振興を同時に実装する，いわ
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ゆる「通信とバーティカルの融合」が起こると考え

られる．バーティカルのユースケースから駆動され

る情報通信インフラ構築への移行が加速する．

　重要なのは，「民主化」により，最新の情報通信

の基本的なサービスを提供する主体が多様化し，ビ

ジネスのアイディアを有するさまざまなステークホ

ルダがいろいろなサービスを自ら展開する環境が

整ったパラダイムシフトである．今後，イノベーショ

ンはインフラ事業者よりもバーティカル・ファース

トで推進される

通信事業者における
「情報通信の民主化」が持つ意味

　最後に，これらの情報通信の民主化の進行は，通

信事業者にとって，どのような意味を持つだろう

か？　ローカル 5Gに割り当てられる周波数は，全

国移動通信事業者は取得ができないことが総務省の

ガイドラインで示されている．このガイドラインに

よれば，一見，移動通信事業者とローカル 5Gの接

点はあまりないように見受けられるかもしれない．

　しかし，通信事業者も，ローカル 5Gのように自

らがオンプレミスの，いわば専用線としての無線イ

ンフラを構築し，専用サービスとして提供するケー

スも出てくるだろう．または，周波数を万人が実際

に使用し運用するためには，電波干渉調整・機器の

設定などの経験を補完するため通信事業者がコンサ

ルティングするようなビジネスも考えられる．

　特に筆者が期待するのは，ローカル 5Gを実装し，

運用する，一般事業者が，移動通信事業者から通信

インフラ設備を一部借り受けて，インフラコストを

低減させる，いわゆる「設備共用」のモデルである．

移動通信には，無線設備，基地局設備，アクセス網，

コア装置，トランスポート設備，クラウド設備など

いろいろな構成要素が必要である．移動通信事業者

が持つ，堅牢なインフラ設備の構成要素を，従来の

クラウドのように，仮想化して貸し出し，利用する

インフラ構築モデルが主流となることが予想される．

情報通信の民主化を，全国移動通信事業者が支援す

るビジネスモデルである．我が国の情報通信の発展

には，このような新しいビジネスモデルを許容し，

推進する政策が必須と考えられる．

これからの情報通信

　情報通信が民営化されて 30年が経過し，通信を

巡る国内産業は大きく発展を遂げたが，今後，情報

通信の民主化はどのような便益を国民にもたらすか，

前述のように，あらゆる観点で非常に興味深い．

　最近，5Gのサービスインが近づくにつれて， 

Beyond 5G （B5G） や 6Gの声が聞こえるように

なってきている．ITU-T NET-2030という FG

（フォーカスグループ）では，ユースケースを中心に，

5Gの次の通信インフラの在り方を考える議論が始

まっている．また，フィンランドでは，6Gのプロ

ジェクトが立ち上がり 2018～ 2026年までで約 300

億円の予算が付いている．

　通信基盤技術は人々の経済社会生活を根本から支

える屋台骨の技術であり，5Gのサービスインが始

まっても絶えず進化をし続ける．世界で進展する通

信基盤技術の最新動向を常に把握し，戦略的に研究

開発を進めることが重要である．
（2019年 12月 15日受付）


